
平成30年1月23日
No. 頁 訂正箇所 誤 正

1 1-1 4行目 れていることを前提としておりいつ， れていることを前提としており，

2 1-28 表1-9種別 ら旋管 ら旋巻管

3 2-1 5行目 め，既設管きょの諸元劣化状況や め，既設管きょの諸元，劣化状況や

4 2-2 20行目 7）　排水先の規制内容の 7）　排水先の規制内容

5 2-5
図2-1

注釈※位置

6 3-10 7行目 作用する荷重 考慮する荷重

7 3-15 3行目 p（小文字） P（大文字）

8 3-15 下から1行目
が地下水位以下に設置される場合には，断面設計にあたり水圧を考慮しなけ
ればならない。

が地下水位以下に設置される場合には，断面設計にあたり水圧を必要に応じ
て考慮する。

9 3-31 7行目 作用する荷重 考慮する荷重

10 3-45 最上段
文章なし その際の上記③のCsについては，「耐震計算例」において，破壊試験等の結

果より鉄筋コン

11 3-52 2行目
・　既設管きょ（モルタル及び表面部材は含まない）について，「耐震計算例」
に示している現場打ち矩形きょの諸元をもとに設定したモデルにより管軸方向
の強度の検証を行った結果、共同溝設計指針において

なお，既設管きょ（モルタル及び表面部材は含まない）について，「耐震計算
例」に示している現場打ち矩形きょの諸元をもとに設定したモデルにより管軸
方向の強度の検証を行った結果、「共同溝設計指針」において

12 3-54 下から12行目 径が小さいほど， 径が大きいほど，

13 3-54 下から11行目 り，管径が大きいほど， り，管径が小さいほど，

14 3-55 凡例 浸GL 浸入水

15 3-56
表3-9

（bの800～1000の
L凡例1）

管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン-2017年版-　正誤表

L1 L2 L1 L2 L1 L2

屈曲角 △
※1
△
※1 △ △ △ △

抜出し量 △
※1
△
※1 △ △ △ △

屈曲角 ◇
※1
◇
※1 ◇ ◇

抜出し量 ◇
※1
◇
※1 ◇ ◇

耐荷力 ○ ○ ○ ○

応力度/耐力

応力度

○：強度計算により安全性を確保

◇：条件に応じて検討を実施

△：フレキシブルな構造等により安全性を確保

※1　一定の適用条件を満足する場合は、φ(mm)＜800のaとbは省略できる。

重
要
な
幹
線
等

a.マンホールと管きょの接続部 （地震動による）

b.管きょと管きょの継手部 （地震動による）

c.鉛直断面の強度

d.管軸方向の強度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      構造形式

　検討項目

更生工法（複合管）

Φ(mm)
＜800

800≦
Φ(mm)
＜1000

1000≦
Φ(mm)

L1 L2 L1 L2 L1 L2

屈曲角 △
※1
△
※1 △ △ △ △

抜出し量 △
※1
△
※1 △ △ △ △

屈曲角 ◇
※1
◇
※1 ○ ◇

※2

抜出し量 ◇
※1
◇
※1 ○ ◇

※2

耐荷力 ○ ○ ○ ○

応力度/耐力

応力度

○：強度計算により安全性を確保

◇：条件に応じて検討を実施

△：フレキシブルな構造等により安全性を確保

※1　一定の適用条件を満足する場合は、φ(mm)＜800のaとbは省略できる。

※2　表面部材のかん合が外れず、設計上必要な水密性が確保できる場合は省略できる。

重
要
な
幹
線
等

a.マンホールと管きょの接続部 （地震動による）

c.鉛直断面の強度

d.管軸方向の強度

b.管きょと管きょの継手部 （地震動による）

Φ(mm)
＜800

800≦
Φ(mm)
＜1000

1000≦
Φ(mm)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      構造形式

　検討項目

更生工法（複合管）
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管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン-2017年版-　正誤表

16 4-13 15行目
現場への搬入は、原則として作業当日分のみが搬入されていることを確認す
る。

現場硬化管（熱硬化タイプ）の更生材料の現場への搬入は、原則として作業
当日分のみが搬入されていることを確認する。

17 4-31 下から7行目 新耐薬：現場硬管を 新耐薬：現場硬化管を

18 4-33 下から14行目 曲げ強さ※2（短期）の試験結果が設計曲げ強さ（短期の申告値） 曲げ強さ※2（短期）の試験結果が曲げ強さ（短期の申告値）

19 4-51 下から1行目 5)その他 （次頁冒頭）

20 参2-15
図中誤字
（参2-15）

21 参3-10 図　参3-6-2

（図掲載なし）
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22 参7-30 1-1設計条件

23 参5-10
しゅん工時に確認
すべき試験
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管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン-2017年版-　正誤表

24 参7-33 10～13行目

σ  : 曲げ強度（設計値）(N/mm2)
                         σ = σS／FS = 50.0／5.0 = 10.000(N/mm2)
                  σS : 短期曲げ強度 σS = 50.0(N/mm2)
                  FS  : 短期曲げ強度の安全率 FS = 5.0

σ  : 長期曲げ強さ（設計値）(N/mm2)= 10.000(N/mm2)
※試験値を長期曲げ強さの安全率で除した値

25 参7-35 5～8行目 （ゴシック体） （明朝体）

26 参8-2 連絡先
8.ストリング工法
TEL:03-6863-3770

8.ストリング工法
TEL:03-3535-4545

27 参8-3 2行目
本ガイドライン（案）の本編 第3章第5節 複合管の設計の3.5.9～
3.5.17において、

本ガイドラインの本編 第3章第4節 複合管の設計の3.4.8～3.4.15に
おいて、

28 参8-3 17行目 各工法の現時点（平成23年7月末）での考え方、 各工法の現時点（平成29年7月末）での考え方、

29 参8-106 図　参8-2

（図掲載なし）
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30 参8-107 図　参6-1-6

（図掲載なし）

31 参8-108 図　参6-1-7

（図掲載なし）

32 参8-108 図　参6-1-8

（図掲載なし）



平成30年1月23日
No. 頁 訂正箇所 誤 正

管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン-2017年版-　正誤表

33 参8-114 図　参7-7-1（2）

（図掲載なし）

34 参12-14 下から6行目 曲げ弾性保持率 曲げ弾性率保持率
35 参12-16 （掲載なし） 別紙1のとおり
36 参17-5 表　参17-3-1 FFT-SG FFT-S　Gタイプ
37 参17-5 表　参17-3-1 （ ＳＤライナーⅡ工法の記載なし） 別紙2のとおり
38 参17-6,7 凡例 日本下水道協会Ⅱ類固定資器材登録工法 日本下水道協会Ⅱ類認定資器材登録工法

39 参17-8,9 凡例 日本下水道協会Ⅱ類登録工法 日本下水道協会Ⅱ類認定資器材登録工法

40 参21-17 2行目

　「2.表面部材の止水性能の検討」の結果、地震時の地盤変位による管軸方
向の曲げにより、複合管に屈曲等の破損が発生しても、表面部材の止水性能
により下水道管きょとしての要求性能は満足できることが明らかになった。ま
た、「3. 既設管の応力度照査」の結果、既設管単独でも多くの場合、地震時の
管軸方向の応力度は許容値以下となり、下水道管きょとしての要求性能に問
題がないことが分かった。
　以上のことから、複合管において地震時の管軸方向の強度の照査は不要で
あると結論できる。

　以下のことから、複合管において地震時の管軸方向の強度の照査は不要で
あると結論つけられる。
　「2.表面部材の止水性能の検討」の結果、地震時の地盤変位による管軸方
向の曲げにより、複合管に屈曲等の破損が発生しても、表面部材の止水性能
により下水道管きょとしての要求性能は満足できることが明らかになった。
　なお、「3. 既設管の応力度照査」の結果、既設管単独でも多くの場合、地震
時の管軸方向の応力度は許容値以下となり、下水道管きょとしての要求性能
に問題がないことが分かった。

41 CD-R ファイル名 1.3Sさんえす）セグメント工法計算例 1.３Ｓ（さんえす）セグメント工法計算例

42 CD-R 0.表紙条件設定 本文中の赤字表記 黒字表記



参 12-16

別紙１



参 12-17



参 12-18



区分 該当工法名称

 ＥＸ

 オメガライナー

 パルテム・フレップ

反転・形成工法  ＳＧＩＣＰ

反転工法  スルーリング

反転・形成工法  ＡＲＩＳライナー

反転・形成工法 蒸　気  ホースライニング

反転工法 温　水  グロー

反転工法 温水又は蒸気  インシチュフォーム（ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞB）

反転工法  Ｃ-ＯＮＥ

形成工法  オールライナー

反転工法  ＴＷＬ工法

エポキシ樹脂 反転工法  エポフィットＰＦ

反転工法 温水又は蒸気  インシチュフォーム(ﾉﾝｽﾁﾚﾝ）

反転工法 温　水  ＳＤライナー

反転・形成工法  ＳＧＩＣＰ-Ｇ

形成工法  Ｋ-2

 シームレスＳ（Ⅱ）タイプ

 シームレスＬタイプ

 ＦＦＴ-Ｓ　Ｇタイプ

 パルテムＳＺ

 ノーディパイプ

エポキシ樹脂 反転工法 温　水  エポフィットＣＧ

ビニルエステル 形成工法 蒸　気  ＳＤライナーⅡ

形成工法 冷　却  ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｺﾝﾊﾟｸﾄﾊﾟｲﾌﾟ

 ＳＰＲ

 ダンビー

 ３Ｓセグメント

 ＳＷライナー

 パルテム・フローリング

 クリアフロー

 ストリング

 ＰＦＬ

高密度ポリエチレン

複
合
管

硬質塩化ビニル樹脂

嵌合製管

高密度ポリエチレン樹脂

形成工法 蒸　気

 インシチュフォーム
 高強度ガラスライナー

温水シャワー

温　水

 Ｃ-ＯＮＥ
 高強度ﾀｲﾌﾟ

形成工法
 オール
 ライナーＺ

形成工法 光硬化

表　参17-3-1　　材料別・成形方法別更生工法分類表

材料等 成形方法

自
立
管

塩化ビニル系 形成工法 冷　却

非ガラス系

不飽和
ポリエステル

ビニルエステル

ガラス繊維系

不飽和
ポリエステル

温水シャワー

反転工法

温　水


